
事業区分

事業番号

3-7

H27 H28 H29 H30 H31 総事業費

5,300 5,800 5,800 5,800 5,800 28,500

5,300 5,800 5,800 5,800 5,800 28,500

0.09 0.09 0.09 0.09 0.09 0.45

727 727 727 727 727 3,635

6,027 6,527 6,527 6,527 6,527 32,135

6,691 5,954 6,776 6,776 6,776 32,973

40,405 40,405 40,405 40,405 40,405 202,025

47,096 46,359 47,181 47,181 47,181 234,998

事務事業評価（事前評価）シート

主管課（担当名） 図書館（奉仕担当）
■実施計画
■重点プロジェクト

事務事業名 図書館図書整備事業 180

２　事務事業の目的

目　的 「市民の本棚」として役立つ、新鮮で深みのある魅力的な蔵書の整備充実を図る。

成　果
市民が多様な本に触れ、読書に親しむことにより、情操を豊かにし学び考える力を養い、生活の潤いと教養を
高め、人生の充実につながる。さらに、図書館利用者の拡大となる。

実施方法 ■直営（市が直接実施）　　□補助（民間等に補助）　　□委託（民間等に委託）　　□その他

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 生涯学習活動の推進

施策目標 市民が生涯にわたって学び豊かな心を育むことができるまち

29 全世代の市民利用に対応するため、児童書・一般図書・郷土資料等の蔵書更新とこれに伴う除籍作業

30 全世代の市民利用に対応するため、児童書・一般図書・郷土資料等の蔵書更新とこれに伴う除籍作業

31 全世代の市民利用に対応するため、児童書・一般図書・郷土資料等の蔵書更新とこれに伴う除籍作業

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

３　事務事業の概要

事
務
事
業
の
概
要

年　度 概　　要

27 全世代の市民利用に対応するため、児童書・一般図書・郷土資料等の蔵書更新とこれに伴う除籍作業

28 全世代の市民利用に対応するため、児童書・一般図書・郷土資料等の蔵書更新とこれに伴う除籍作業

職員費（人員×8,081千円）

総事業費

維
持
管
理

管理主体 根室市教育委員会

運営方法 直営

維
持
管
理
費

施設維持費

概算人件費

事
業
費
と
内
訳

（単位：千円）

事業費

内

訳

国庫支出金

道支出金

地方債

その他

一般財源

人員(人工）

合計／年



5.72冊 5.85冊 6.0冊

28,786件 28,800件 28,850件

ア．

作成年度 平成27年度

事務事業改善策

（継続事業のみ記入）
バランスのよい蔵書の更新・構築と有効活用を図る。

５　事務事業の効果について

取組みに当たって
期待される効果など

「地域の知の拠点」としての図書館機能と図書館サービスの基盤充実。

４　事務事業の現状と課題

活
動
指
標

指　標　名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

目標値
（H37）

市民一人当たりの蔵書数

図書資料貸出件数

ウ． 事業の緊急性

■緊急性が高い　　□緊急性はある　　□緊急性はない

日々刊行される有用な図書資料の所蔵化利用対応の必要性から緊急性が高い。

エ． 手段の適切性

■適切である　　□現状として妥当である　　□検討の可能性はある

継続的な市民ニーズに対応するため適切である。

６　評価の視点

ア． 市民ニーズ

■かなりのニーズがある　　□ニーズはある　　□ニーズはあまりない

日常的に新刊図書を中心とする予約リクエスト並びに郷土資料・雑誌・視聴覚資料等、恒常的な資料整備・充
実化への要望が多くある。

イ．
市が実施する
必要性

■市が実施すべきである　　□市の実施について検討の余地あり　　□市以外で実施可能である

市民が利用する生涯学習施設として、市が実施すべきである。

７　今後の事業の進め方

総合政策部で
付された意見

【速やかに実施】
図書整備基金やふるさと応援基金等を活用し、多様化する市民ニーズへの対応など図書充実に努められた
い。

イ．
アを踏まえ、担当
部局の方針

■計画どおり着手が適当　　□再検討し実施する　　□着手を延期する

ふるさと応援基金等も活用し、有用な蔵書構成と資料充実に努める。

オ． 事業の公平性

■公平性は高い　　□概ね公平である　　□改善の余地はある

市民が利用する図書館サービスとして、事業の公平性は高い。

カ． 事業の有効性

■本事業の有効性が高い　　□本事業の有効性がある　□既存事業と大きな差はない

市民生活の潤いと文化的・教育的施策として、事業の有効性は高い。



事業区分

事業番号

3-7

H27 H28 H29 H30 H31 総事業費

9,450 9,440 9,729 97,616 83,649 209,884

9,450 9,440 9,729 97,616 83,649 209,884

0.25 0.25 0.25 0.5 0.5 1.75

2,020 2,020 2,020 4,041 4,041 14,142

11,470 11,460 11,749 101,657 87,690 224,026

6,691 5,954 6,776 6,776 6,776 32,973

40,405 40,405 40,405 40,405 40,405 202,025

47,096 46,359 47,181 47,181 47,181 234,998

事務事業評価（事前評価）シート

主管課（担当名） 図書館（管理担当）
■実施計画
■重点プロジェクト

事務事業名 図書館整備事業 12052

２　事務事業の目的

目　的
利用者（市民）が安心・安全・快適に利用することが可能な利便性の高い生涯学習施設として、図書館の施設
環境整備を図る。

成　果
市民の生涯学習施設として、安心・安全・快適な施設環境整備を図ることにより、市民ニーズに迅速に対応す
る情報拠点としての役割を果たす。

実施方法 ■直営（市が直接実施）　　□補助（民間等に補助）　　■委託（民間等に委託）　　□その他

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 生涯学習活動の推進

施策目標 市民が生涯にわたって学び豊かな心を育むことができるまち

29 電算化システム（図書館蔵書管理検索システム）借上料・耐震化工事実施計画作成ほか

30 電算化システム（図書館蔵書管理検索システム）借上料・耐震化工事・大規模改修工事実施計画作成ほか

31 電算化システム（図書館蔵書管理検索システム）借上料・大規模改修工事ほか

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

３　事務事業の概要

事
務
事
業
の
概
要

年　度 概　　要

27 電算化システム（図書館蔵書管理検索システム）借上料・空調設備等整備工事ほか

28 電算化システム（図書館蔵書管理検索システム）借上料・ｷｭｰﾋﾞｸﾙﾄﾗﾝｽ等取替工事ほか

職員費（人員×8,081千円）

総事業費

維
持
管
理

管理主体 根室市教育委員会

運営方法 直営

維
持
管
理
費

施設維持費

概算人件費

事
業
費
と
内
訳

（単位：千円）

事業費

内

訳

国庫支出金

道支出金

地方債

その他

一般財源

人員(人工）

合計／年



59,416人 59,500人 59,550人

519,195件 520,000件 522,000件

ア．

作成年度 平成27年度

事務事業改善策

（継続事業のみ記入）
電算化システム（図書館蔵書管理検索システム）において、利用者にとってより利便性を高める更新を図る。

５　事務事業の効果について

取組みに当たって
期待される効果など

市民の生涯学習施設として、安心・快適な利便性の高い施設環境整備を図る。このことにより、市民の図書館
への親しみが増し、利用増につながる。

４　事務事業の現状と課題

活
動
指
標

指　標　名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

目標値
（H37）

図書館利用人数

インターネットサービス利用件数　（蔵書検索数）

ウ． 事業の緊急性

■緊急性が高い　　□緊急性はある　　□緊急性はない

市民が利用する公共施設として、安心・安全・快適さの向上を図る観点から緊急性が高い。

エ． 手段の適切性

■適切である　　□現状として妥当である　　□検討の可能性はある

計画的な環境整備とともに情報拠点として市民ニーズの迅速な対応を図るため適切である。

６　評価の視点

ア． 市民ニーズ

■かなりのニーズがある　　□ニーズはある　　□ニーズはあまりない

市民が利用する生涯学習施設として、環境整備及び情報拠点としての利便性向上への市民ニーズがある。

イ．
市が実施する
必要性

■市が実施すべきである　　□市の実施について検討の余地あり　　□市以外で実施可能である

市民が利用する生涯学習施設として、市が実施すべきである。

７　今後の事業の進め方

総合政策部で
付された意見

【速やかに実施】
図書館整備事業の推進に当たっては、利用者の利便性向上や施設の安全性の確保など適正に管理された
い。

イ．
アを踏まえ、担当
部局の方針

■計画どおり着手が適当　　□再検討し実施する　　□着手を延期する

利用者の利便性向上及び施設の安全・快適性の確保・整備を図る。

オ． 事業の公平性

■公平性は高い　　□概ね公平である　　□改善の余地はある

市民が利用する生涯学習施設として、環境整備とともに情報拠点として市民に迅速な対応をするため、事業の
公平性は高い。

カ． 事業の有効性

■本事業の有効性が高い　　□本事業の有効性がある　□既存事業と大きな差はない

市民が利用する生涯学習施設として、事業の有効性は高い。


